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I は じ め に

本稿の目的は，アマルティア・センの潜在能力ア
プローチを社会政策に適用する際に，留意すべき
方法的問題を明らかにすることにある。潜在能力
アプローチの特徴は，経済学が従来，依拠してき
た所得概念や効用概念にかわって，「潜在能力」概
念をもとに，一人ひとりの個人が被っている不利性
をより客観的に，けれども可能なかぎりその人の
総体においてとらえたうえで，適切な資源再分配
政策を構想しようとする点にある。それは，個人
の利益や目標そして意思をともに尊重する社会政
策を可能とするものとして注目される。だが，実際
の適用において潜在能力アプローチはいくつかの
困難をまぬがれえない。以下に，問題関心の所在
を記そう。
センによれば，潜在能力（capability）は，財や
サービス（より厳密には，財やサービスのもつ「特
性（characteristics）」1））を利用して達成可能とな
る諸機能（functionings，すなわち，さまざまな行
いや在りよう）の集合として定義される。潜在能力
の中から何を実際に選ぶかは，本人が「価値をお
く理由のある生」をもとに決められるとしても，本
人が選ぶことのできる諸機能が不足していると判
断された場合には，社会的に保障する手立てがと
られることになる。センはその目標を，「本人が価
値をおく理由のある生を生きられること（to live
the kind of lives they have reason to value）」，す
なわち，実質的自由の保障においた。だが，容易

に想像されるように，本人が選ぶ局面をどこに設
定し，選ぶことを可能とする条件に何を入れ込む
かは，決して自明の問題ではない。1人の個人内
においても，真の利益と選ぼうとする事柄とはし
ばしば相反するし，変化もする。まして複数の個人
の間では，利益自体，あるいは選択したいと考え
る領域自体が相対立する可能性を秘めている 2）。
したがって，潜在能力アプローチを実際に適用
するためには，「潜在能力」概念に基づいて個々人
の個人的評価――それは，現在，個人が享受して
いる潜在能力を含めて，異なる代替的な環境（社
会政策を含む）のもとで個人が享受しうる代替的
な潜在能力に対する評価をあらわす――をいかに
構成するか，また，個々人の個人的評価を集約し
ながら，社会的評価――それは，異なる代替的な
環境から人びとが受ける影響の違いを考慮しな
がら，政策を選択する基礎となる――をいかに形
成するか，という問題に答える必要がでてくる。
先行研究においてこの問題は，異なる複数の要
素から統一的な尺度を構成する測定の問題とし
て，あるいは，善き生の観点から潜在能力の構成
要素を特定化する哲学的な問題として扱われてき
た。それに対して，本稿の特徴は，この問題を社
会的選択理論の枠組みから考察することにある。
社会的選択理論とは，ケネス・アローに始まる厚
生経済学の一領域であり，主として，社会を構成
する人びとの個人的な評価に基づいて社会的な
評価を形成する集計手続きを研究する理論であ
る。そのエッセンスはセンの次の言葉に凝縮され
ている。

潜在能力アプローチにおける社会的選択問題
――「すべての個人に基本的潜在能力を保障する」

社会的評価は形成可能か？――
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社会内の異なる個人において，選好，関心，お
よび不測の事態の多様さが窺える場合に，社会に
ついての説得力ある判断の集計（例えば，「社会的
厚生」，「公共の利益」，「集計された貧困」につい
て）に，いかにして到達できるのか？われわれはい
かにして，「社会はこれよりもそちらを好む」とか
「社会はそれよりもこちらを選ぶべきだ」，または
「これは社会的に正しい」といった形で，そのよう
な集計された判断の合理的な基礎を見出だすこ
とができるのだろうか？すべての可能性におい
て，特に，ホラティウスがはるか昔に「人々の数だ
け多くの選好がある」と記したように，社会的選択
はリーズナブルでありえようか？〔Sen 2002, p.66〕
センは，潜在能力アプローチの基本的枠組みを
提示したものの，その具体的な構成要素やそれに
基づく具体的な政策に関する決定を，当該社会の
人びとの公共的討議や推論の問題に残した。そ
の一方で，潜在能力に関する社会的評価に関して
は，異なる複数の評価順序の共通部分をとること
によって，福祉の共通基準を導出できればよいと
主張している 3）。これらの主張は，貧困や不平等
の測定に関するこれまでのセンの研究――異なる
測定方法の共通部分に基づいて部分順序を指定
する測定指標を再構成する試みなど――の延長線
上にあるものと解釈される 4）。また，そもそも，適
切な社会政策を判断する社会的評価を，人びとの
個人的評価をベースとしながら構成していくとい
う発想，しかも，それを投票というステージに象徴
的に示される個人主義的な意思決定の集合として
とらえるのではなく，人びとが互いに討議し，推論
を重ねていく公共的な評価形成プロセスとして構
想するという発想は，セン独自の社会的選択理論
の到達点として注目される 5）。
本稿の関心は，第一に，潜在能力アプローチに
関するセンのこのような議論を，彼自身の社会的
選択理論の枠組みで確認すること，すなわち，潜
在能力アプローチにおける個人的・社会的評価形
成の問題を，アロー型社会的選択理論を基盤とし
つつも，あるところで大きく跳躍し，独自の観点か
ら展開をとげてきたセン独自の社会的選択理論，
ならびにその背景理論と，どこで，どのように接続

されるのか，どの部分をさらに発展させるもので
あるのかを確かめることにある。
第二に，潜在能力アプローチにおける「測定」の
問題を，その基礎概念――基数性，個人間比較，
完備性――に立ち戻って再検討することである。
潜在能力アプローチを適用する際には，何らかの
意味で，潜在能力を基数的に測定し，個人間比較，
個人内比較する作業は避けられないだろう。ただ
し，それはいったいどのような範囲で，どの程度な
されるべき作業なのだろうか。また，潜在能力測
定のベースとなる情報はどのように収集され，解釈
されるべきものなのだろうか。

II 不変性要請と潜在能力概念

アローに始まる現代の社会的選択理論の流れに
おいて，センの社会的選択理論のきわだった特徴
は，個人的評価の情報的・規範的性質に分け入り，
異なるソーシャル・イシューとの対応で，社会的評
価の基礎とすべき個人的評価のあり方を考察した
点にある。とりわけ注目されたのが，社会政策の
対象とされる個々人の個人的評価の情報的性質，
ならびに，社会政策の立案・実行主体となる個々
人の個人的評価の規範的性質（とりわけ合理性）
である。前者は，個人の私的情報を反映する個人
的評価であり，社会政策の基礎的情報へ集約され
ていく。後者は，自他の私的情報を参照しながら，
社会政策を判断する個人的評価であり，社会政策
を選択する社会的評価へと集約されていく。セン
は，アロー型社会的選択理論において，混同され
がちであった個人的評価のこれら 2つの側面を区
別しながら論ずる道を開いた。
ただし，次の 2つの点が注記される。第一に，
ここでいう社会政策の対象ならびに立案・実行主
体は，同一の個人でありうる点である。個々人は
それぞれ，社会政策の情報的基礎となる個人的評
価を保持するとともに，人びとの個人的評価プロ
ファイルをもとに，社会政策の望ましさに関する個
人的評価をも形成する。第二に，2つの個人的評
価は，相互に影響しあって形成される点である。
たとえば，潜在能力アプローチの適用にあたって，
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まずもって問題となるのは，個々人の不利性を表
現する個人的評価の同定である。ただし，どのよ
うに個々人の個人的評価を同定するかという問題
は，（自分自身を含めた）個々人の不利性をどのよ
うに理解し，どのような政策的対応を推奨するかと
いう，社会政策立案の問題と密接にかかわってく
る。また，後者の評価は，個々人の個人的評価の
同定プロセスを通じて徐々に確定されていく。
この点を確認したうえで，以下では，センの考案
した「社会的厚生汎関数（social welfare func-
tional）」を手がかりとしながら，社会的選択理論
と潜在能力アプローチの接続を検討したい 6）。
「社会的厚生汎関数」は，アロー型社会的選択理論
の枠組みを基本的に踏襲しつつも，アローが採用
した序数的個人間比較不可能な個人的評価以外
の多様な性質をもった個人的評価，たとえば，基
数的あるいは個人間比較可能な――水準・単位・
比率の比較可能性――を広く俯瞰する枠組みを提
示する 7）。はじめにその定義を示そう 8）。
いま，選択可能な社会状態に対して，一定の個
人的評価（値）を対応させる仕方を個人的評価関
数と呼ぼう。ただし，ここでいう社会状態とは，現
在の状態を含めて，異なる代替的な環境（社会政
策を含む）のもとで実現可能となる代替的な状態
を表すものとする。また，個人的評価とは，それぞ
れの社会状態のもとで実現する個々人の客観的境
遇とも，それぞれの社会状態で個々人が得る効
用・厚生とも，あるいは，個々人の選好もしくは理
性的評価とも解釈可能であるとする。また本人が
形成した評価であるとも，政策主体がその個人に
割り振った評価とも解釈可能である 9）。
そして，n人の個人が形成する個人的評価関数
の束を個人的評価関数プロファイルと呼ぼう。さ
らに，選択可能なすべての社会状態に対する「社
会」の評価（社会状態を順序付ける）を社会的評価
と呼ぼう。ここでいう「社会」の評価とは，選択可
能な社会状態のどれを社会的に実現することがよ
り望ましいかという政策的評価を意味するものと
する。
異なる個人的評価関数プロファイルそれぞれに
対して，一定の規則で，社会的評価をそれぞれ対

応させる関数が，「社会的厚生汎関数」である（個
人的評価を集計して社会的評価を形成するという
意味で，以下では「集計ルール」とも呼ぶ）。いま，
任意の 2つの社会状態に対する誰かの評価が変
わったとしたら，個人的評価関数プロファイルも変
化するので，対応する社会的評価（順序付け）も変
化する可能性がある。たとえば，「一律 10％の比
例所得税制」と「5％から 50％までの累進性の所
得税制」という2つの選択可能な社会状態がある
としよう。当初，人びとの賃金は平準化されてお
り，前者のもとで人びとはほぼ十分な可処分所得
を享受していた。だが，賃金格差が拡大し，前者
では十分な可処分所得を享受できない個人が出現
するおそれが出てきたとしよう。このとき，2つの所
得税制に対する社会的評価は変化するだろうか。
最初に考察すべき問題は，社会的厚生汎関数な
らびに個人的評価関数の情報的性質である。もし
社会的厚生汎関数が個人的評価関数のみを情報
的基礎とし，個人的評価関数が本人の主観的で個
人間不可能な序列情報のみを提供するとしたら
10），そして，2つの社会状態に関するすべての個人
の序列が変化しないとしたら，個人的評価関数プ
ロファイルは変化せず，社会的評価も変化しない
ことになる。それに対して，個人的評価関数が個
人的境遇に関する基数的かつ個人間比較可能な
情報を含むとしたら，社会的評価が変化する可能
性がでてくる。たとえば，ある人びとは，税制改革
に関する意見を求められた際には，小さな政府を
支持して，現行制度の維持を主張するかもしれな
い（主観的な序列に変化はない）。だが，彼らの客
観的な境遇が現行税制のもとで悪化することがあ
きらかであるとしよう。このとき，個人の境遇に依
拠した個人的評価関数は大きく変化し，その変化
が，2つの代替的な税制に対する社会的評価に反
映される可能性がでてくる。
ただし，個人の境遇に依拠する場合にも，個人
の状態をどの側面でとらえるかに応じて，個人的
評価の変化のあらわれ方は違ってくる。たとえば，
個人の状態をもっぱら疾病の有無でとらえる場合
には，可処分所得は大きく低下したものの疾病に
はかかっていない個人の個人的評価関数に対して



18 季 刊 ・ 社 会 保 障 研 究 Vol. 43    No. 1

何の変化をもたらさないことになる。
本人の主観的反応も含めて，ある社会状態が個
人にもたらす影響は，多側面にわたる。そのいず
れに焦点をあてて形成されるかに依存して，個人
的評価関数――ある個人の立場から社会状態を
評価するものさし――は，複数存在することになる。
そのうちのいくつかは，相互に矛盾をきたす可能
性がある。また，いくつかは，直接矛盾はしないも
のの，社会的評価への反映のされ方に対して異な
る方向性を示す可能性がある。はたして，どの側
面に焦点を当てた個人的評価の変化や差異につ
いては，社会的評価に反映させる必要があるのか，
どの側面をとらえる個人的評価の変化や差異であ
れば，社会的には「不変」として扱ってよいのか。
このような問いの所在を端的に示すものが，セン
の「不変性要請（invariant requirement）」〔Sen
1977b〕の概念である。すなわち，

【定義：不変性要請】
2つの対象 xと yが同一情報集合 Iに属するなら
ば，それらは同一の方法（J）で取り扱われなけれ
ばならない。

不変性要請のもとでは，任意の 2つの対象 xと y
は，情報集合 Iに関して“同様”であると判断され
るかぎり，たとえ他の点に関してどれほど差異が
あろうとも，同一の方法 Jで扱われなければならな
い。他方，他の諸点に関してどれほど類似点があ
ろうとも，情報集合 Iに関して“同様”であると判断
されないかぎり，同一の方法 Jで扱われる保証は
ない。例えば，いま xと yを任意の 2人の個人と
しよう。この 2人の個人が等しく扱われるとしたら，
その背後には，特定の情報にことさら注目する特
定の観点が存在するはずである。はたして，個々
人のどんな変化や相違に注目し，どんな変化や相
違に目をつぶるべきか。いかなる社会政策も，多
様な人々の多様な側面を特定の観点から切り取
ることを免れられない。多元的評価軸の選択をは
じめから想定している「潜在能力」概念は，われわ
れが無意識になしているこのような情報の選択，
観点の選択を可視化するものといえるだろう 11）。

III 潜在能力概念に基づく
社会的評価の形成手続き

続いて検討すべきは，社会的厚生汎関数による
個人的評価関数プロファイルの「扱い方」（集計の
仕方），すなわち個々人の個人的評価関数をもとに
社会的評価を構成する手続きをめぐる問題であ
る。たとえば，任意の 2つの社会状態に関して，
すべての個人が一致した評価を下したにもかかわ
らず，それとは異なる社会的評価が形成されると
したら，そこには個人的評価プロファイルの集合的
な判断を超えた力が働いたことになる。はたして，
そのような力は許容できるのだろうか。できるとし
たら，どのような場合だろうか。あるいはまた，個
人的評価関数プロファイルがある構造的な特徴を
もつとき，社会的評価の形成方法に一定の規則性
があらわれるとしたら，そこでは等しいものへの等
しい扱いが実行されたことになる。はたして，どの
ような構造的な特徴に対して等しい扱いがなされ
たのだろうか。そのような構造的な特徴に焦点を
当てることは，適切なのだろうか。
アロー型社会的選択理論は，はじめの問いに対
して否定的であり，あとの問いに対して，個人の名
前や選択肢の名前からは独立に，どの選択肢集合
に対しても，どのような評価関数プロファイルに対
しても，2つの選択肢間の序列に関する構造の等
しさを，社会的評価においても等しく扱うことを要
請するものだった 12）。個人的評価は合理的かつ
序数的個人間比較不可能だという仮定をおいたう
えで，これらの条件を同時に満たしつつ，合理的
な社会的評価をもたらす集計ルール（アローのい
う「社会的厚生関数」，センの枠組みでは「社会的
厚生汎関数」）は存在しない，これが「アローの不
可能性定理」として知られているものである。
われわれの関心からすれば，不可能性定理それ
自体にはさほど意味がない。あらゆるプロファイル
に対して，どんな選択肢集合からも，同一の方法
で社会的評価を形成できるかどうかよりも，適切な
「不変性要請」を内包する――たとえば，序数的で
個人間比較可能な，あるいは，基数的で個人間比
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較可能な「潜在能力」指標に基づいて――一定の
個人的評価プロファイルをもとに，適切な手続きで，
一定範囲内の社会状態に関して望ましい社会的評
価を形成することにあるからだ 13）。
ただし検討すべきは，アロー型社会的選択理論
で公正な手続きとされてきた基準，たとえば匿名
性と中立性，パレート条件，定義域の無限定性な
どの確からしさである。投票の局面においてそれ
らは民主主義的手続きの問題と解され，不平等や
貧困の測定の文脈では，公正な集計手続きとも解
されてきた。はたして，これらはわれわれが関心
をもつ主題――潜在能力に関する社会的評価の形
成――においても，適切さを失わないのだろうか。
たとえば，いま，ある情報的性質をもつ個人的評
価プロファイルのもとで，2種類の所得税制に対す
る個人 iさんの個人的評価関数に変化が認知さ
れ，それが社会的評価の変化に反映されたとしよ
う。そのとき匿名性の条件は，同様の変化が個人 j
さんに認知された場合もまた，社会的評価の変化
に同様に反映されることを要請する。あるいはま
た，他の 2対の社会状態（たとえば，「民間医療保
険制度」と「公的医療保険制度」）に対応する個人 i
さんの個人的評価が先の 2種類の場合と同様で
あるとしよう。このとき中立性の条件は，この 2つ
の社会状態に対する社会的評価も先と同様であ
ることを要請する。さらに，パレート条件は，すべ
ての個人が 2つの社会状態に関して同一の序列を
もてば，社会的評価はそれを反映することを，定義
域の無限定性は，個々人のもつ評価関数に関して，
それらが特定の情報的性質ならびに合理性の条
件を満たす限り，どんなタイプをとろうとも，暗黙裡
に排除しないことを要請する。
興味深いことは，先に検討した個人的評価関数
の情報的性質の相違が，これらの手続き的基準に
もたらす意味の相違である。個人的評価関数が，
アローが想定したように，序数的で個人間比較不
可能な性質をもつとすると，ここでいう「同様」とは，
各個人の個人的評価における序数的関係の等し
さを意味することになる。任意の 2つの社会状態，
任意の 2人の個人に関して，個人的評価における
序数的関係が同じでありさえすれば――たとえ個

人的評価の水準や差が大きく異なっていたとして
も――，同様とみなされる。
それに対して，序数的で個人間比較可能な性質
をもつ場合には，共通の序数的順序におけるポジ
ションの等しさが着目される。共通の序数的順序
のもとで同一順位を保持している 2人の個人，2
つの社会状態は同様とみなされる。ここでは，共
通の序数的順序におけるポジションの相違は配慮
されるものの，ポジションが同一であるかぎり，個
人や状態の名前の相違は考慮されないという意味
での匿名性・中立性は成立する。あるいはまた，
基数的で個人間比較可能な性質をもつ場合は，共
通の原点と間隔をもつ基数的尺度における水準の
等しさ，あるいは差の等しさが着目される。共通
の基数的尺度のもとで，同一の水準にある（あるい
は同一の差をもつ）2人の個人，2つの社会状態は
同様とみなされる。ここでは，共通の基数的尺度
における水準（あるいは差）の相違は配慮される
ものの，水準（あるいは差）が同一であるかぎり，
個人や状態の名前の相違は考慮されないという意
味での匿名性・中立性は成立する。たとえば，一
定の基数値を下回る個々人の評価（とその変化）
に関しては，同様の方法で社会的評価に反映する，
あるいは，一定の共通の基数値を下回る社会状態
（とその変化）は社会的評価に同様の方法で反映
することが可能となる。
パレート条件はどうだろうか。パレート条件は，
個々人の評価における序数的序列に依拠する基
準であるから，個人的評価関数の情報的性質の相
違を超えて，どの個人の評価においてもより優れ
ている社会状態をよりよいと評価するという言明と
して適用可能である 14）。だが，この言明は，他の
規範的条件と直接的に衝突するおそれがある。た
とえば個人間比較可能な評価をもちいて，個人的
評価の相対的格差がより小さい社会状態こそをよ
り高く評価するという平等基準が優先に課される
場合，あるいは序数的個人間比較不可能な評価の
もとで，どの個人も他者の境遇を高く評価してい
ないような社会状態こそをよりよいとする無羨望基
準が優先的に課される場合には，パレート条件は
かならずしも満たされない。
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定義域の無限定性もまた個人的評価の情報的性
質の相違にかかわらず，適用可能である。個々人
のもつ個人的評価関数がどんなタイプのものであ
ろうとも，暗黙裡に排除しないというこの条件は，
個々人がもちうる個人的評価の自由度を最大限に
確保するといった規範的な解釈を可能とするほ
か，無規定な前提を極力小さくするという集計
ルール（社会的厚生汎関数）の 1つの特性，あるい
は，モデルの内的完結性を高めるという理論の 1
つの特性としても解釈される。たとえば，規範的
な要請によって，個々人がとりうる個人的評価関数
の範囲を制約する必要性がでてくるとしても，それ
は集計ルール（社会的厚生汎関数）に課せられる
条件として明示することができるし，そうすることが
望ましいとも考えられる。だが，われわれの関心
からすると，アロー型社会的選択理論においては，
そこに，序数的で個人間比較不可能な評価に限る
という限定があったこと，他の情報的性質をもつ
個人的評価が，暗黙裡に排除されていた点が，む
しろ問題となってくる。
個人的評価の情報的性質に注目するセンの関心
は，どの情報的性質が優れているかを論ずること
にはなかった。そうではなくて，本来比較できな
いもの，水準や差をとることに意味がないことがら
を，無理に比較し，数値化するという愚かさをさけ
る一方で，少なくとも社会政策の実施に資する範
囲で，個人間比較し，水準や差を採らなくてはな
らない問題をおざなりにしないことにあった。そ
してまた，異なる情報的性質をもつ個人的評価の
どれを，なぜ，用いているのか，その理由と妥当
性を，本人と他の人びとが反省的に吟味すること
を可能とすることにあった。アローの課した限定
は，その可能性を閉ざすことになる。
ただし，アロー型社会的選択理論に対する彼の
批判は，そこにとどまらない。彼の批判はそこで
前提とされていた「完備性」の仮定にも向かった。
次節ではこの問題を論じよう。

IV 非完備的評価のもとでの「基本的潜在
能力の保障」原理の定式化

「完備性」とは，評価が合理的であるための 1つ
の条件であり，選択対象とされるすべての社会状
態が互いに比較可能であること，すなわち，選択
肢集合の中の任意のペアに関して，どちらがよりよ
いか，どちらも無差別であるかを判断できることを
意味する。アローは，個人的評価に関して，個人
間での比較可能性をいっさい否定する一方で，個
人内では，すべての社会状態が比較可能であるこ
とを仮定した。完備性は，反射性・推移性と並ん
で，個人の「合理性」を特徴づける 15）。
だが，個人は，通常，所与の選択肢集合に関し
て，完備的な評価を形成しうるとは限らない。ま
た，完備的な評価を社会的評価の情報的基礎に
すえることが，常に，適切であるとは限らない。た
とえば，先述した例において，実質賃金の大幅な
低下により，一律比例税制のもとではより少ない可
処分所得しか得られないにもかかわらず，小さな
政府の観点から累進課税制よりも一律比例税制を
高く評価する個人を考えよう。その彼が，あるとき，
低賃金であるばかりでなく疾病をもつ人々にとって
は累進課税制のもとでより高い福祉を享受できる
ことを知ったとしよう。その事実を深刻に受け止
めた彼は，この 2つの社会状態を，即座には，順
序付けることができなくなるかもしれない。そして，
この 2つの社会状態に関する彼の沈黙が，両者の
評価を決定するパレート条件の稼動をぎりぎりのと
ころでくいとめるかもしれない。
ただし，ある社会状態のもとで実現する本人の

「所得」をその社会状態に対する本人の個人的評
価とする場合には，基数的個人間比較可能で，か
つ――データ上の困難を克服すれば，少なくとも
理論的には――完備的な個人的評価関数プロ
ファイルを構成することができる。この場合には，
この個人的評価関数プロファイルをもとに，個人の
名前，社会状態の名前に関する匿名性・中立性，
パレート条件，定義域の無限定性を満たしつつ，
各社会状態における個人的評価の総計が大きい



潜在能力アプローチにおける社会的選択問題 21Summer  ’07

順に社会状態を順序付ける完備的な社会的評価
を形成することができる。功利主義（総計主義）原
理をみたす集計ルールである 16）。
あるいは，同じく，個人の名前，社会状態の名前
に関する匿名性・中立性，パレート条件，定義域の
無限定性を満たしつつ，各社会状態で実現する最
小ポジションの評価を相互に比較して，その値の
大きい順に社会状態を順序付ける完備的な社会
的評価を形成することができる。ロールズ格差原
理をみたす集計ルールである 17）。この場合，最小
ポジションの評価がそのまま社会的評価に反映さ
れるという意味では，最小ポジションがアローの
いう独裁者になる。だが，各社会状態で実現する
最小ポジションの担い手は同一人物ではないの
で，1人の個人の個人的評価がそのまま社会的評
価になるという独裁性はまぬがれる。
さらに，パレート条件は満たさないものの，匿名
性・中立性，定義域の無限定性を満たしつつ，そ
れぞれの社会状態における個人的評価の格差に
焦点を当て，格差が小さい順に社会状態を順序
付ける完備的な社会的評価を形成することができ
る。相対格差最小化原理をみたす集計ルールで
ある。
それに対して，ある社会状態で享受可能となる
本人の「潜在能力」をその社会状態に対する本人
の個人的評価とする場合はどうだろうか。「潜在能
力」は，通常，多元的評価軸（複数の機能リスト）
から構成される。この場合には，基数的であれ，
序数的であれ，個人間であれ，個人内であれ，す
べての社会状態を比較する完備的な個人的評価
関数を構成すること，それらをもとに完備的な社会
的評価を形成することは困難となる。だが，次の
ような手順で，「完備性」の要求を弱めるならば，
ロールズ格差原理をみたす社会状態の選択，さら
には，「すべての個人に基本的潜在能力を保障す
る」社会状態の選択は可能となる。
はじめに，各社会状態で実現する個々人の潜在
能力を序数的に比較し――完備的ではないにせ
よ――，他の人々の潜在能力をドミナントしない
個々人を特定化し，彼らの潜在能力を「最小潜在
能力」とみなす。続いて，各社会状態で実現する

最小潜在能力を序数的に比較し――完備的では
ないにせよ――，少なくとも他の社会状態で実現
する最小潜在能力にドミナントされない社会状態
（複数であってもよい）を特定化し，それを「最大の
最小潜在能力」を実現する社会状態とみなす。
ロールズ格差原理をみたす集計ルールは，この社
会状態の集合を選択するような社会的評価――完
備的ではないにせよ――をもたらす。
あるいはまた，ある社会の中で，人びとが普通
に暮らしていくために必要な「基本的潜在能力」が
基数的に特定化できたとしよう。さらに，上記の
「最小潜在能力」がこの基本的潜在能力を下回ら
ない社会状態（複数であってもよい）が特定化でき
たとしよう。このとき，「すべての個人に基本的潜
在能力を保障する」という分配原理をみたす集計
ルールは，この社会状態の集合を選択するような
社会的評価――完備的ではないにせよ――をもた
らす。この集計ルールも，パレート条件，匿名性・
中立性，定義域の無限定性を満たす。ロールズ格
差原理（またここでは扱わなかったが相対格差縮
小原理も）は，結果的に実現する人びとの潜在能
力が十分な水準となることを要求しない。それに
対して，「すべての個人に基本的潜在能力を保障
する」という分配原理は，最小潜在能力が最大化
されることを保証しない代わりに，最小潜在能力
が十分な水準となることを要求する。

1つ注記をしておこう。先述したように，ある評
価が「完備的ではない」とは，相互に比較すること
ができない社会状態を残しているという意味であ
る。すなわち，2つの潜在能力に関して，どちらが
他より有利であるとも，同程度（無差別）であるとも
判断できない場合があるという意味である。たと
えば，上記の議論で，「少なくとも他の社会状態で
実現する最小潜在能力にドミナントされない社会
状態」，あるいは「最小潜在能力が基本的潜在能
力を下回らない社会状態」が複数である場合，そ
れらは相互に比較できない可能性がある。また，
それ以外の社会状態（ドミナントされる社会状態，
あるいは，下回る社会状態）同士もまた，相互に比
較できない可能性がある。だが，それらの非完備
性それ自体は，ロールズ格差原理あるいは，「すべ
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ての個人に基本的潜在能力を保障する」という分
配原理を実現するうえでは妨げにならない点に留
意が必要である。ここで残された非完備性の部分
に対して，さらに順序をつけたい場合には，他の
基準を組み合わせればよいことになる。
この点を確認したうえで，続いて考察すべきは，
ここで想定されている限定的な比較の現実的な可
能性である。すなわち，各社会状態で実現する最
小潜在能力を序数的に比較（完備的ではないにせ
よ）し，少なくとも他の社会状態で実現する最小潜
在能力にドミナントされない社会状態を特定化す
ることができるかという問題，そしてまた，「基本的
潜在能力」を基数的に特定化し，各社会状態で特
定化される「最小潜在能力」が基本的潜在能力を
下回らない社会状態を抽出することができるかと
いう問題である。理論的には，これらは完全に客
観的に同定されると想定すること（したがって，あ
とは実証経済学の手に委ねてしまうこと）も単一の
個人（政府）によって同定されるのだと想定するこ
ともできる。あるいは，再度，社会的選択理論の枠
組みにもどって，個々人の主観的判断，たとえば，
各人が形成する非完備的な「序数的個人間比較可
能な個人的評価プロファイル」をもとに同定される，
と想定することもできる。それぞれの想定には独
自の利点と問題点が含まれているものの，ここで
はその検討に立ち入らず，具体的な現実に立ち
返って問いを考察していきたい。

V 潜在能力概念の多元性――
3つの不利性と対応する正義の構想

先述したように，ケイパビリティ・アプローチの特
徴は，人びとの被っている不利性をより客観的に，
けれども可能なかぎり個別的・総体的にとらえた
うえで，適切な資源再分配政策を構想しようとする
点にある。だが，その適用にあたって，最初に考
慮すべきことは，個人の不利性をとらえる視点そ
れ自体が質的に異なっている可能性がある点であ
る。事実，次の 3つの種類の不利性を互いに比較
することは困難である。
第一は，常に，ある時点でのある個人の結果状

態をもって捕捉することが適切ではないような不利
性である。たとえば，歴史的不正義，自然的・社会
的災害，犯罪などに遭遇した人びとが被る不利性
は，もともと社会状態が大きく異なる人びとに覆い
かぶさる不利性であり，個々人の状況は依然とし
てばらばらである可能性がある。この場合には，
結果状態に注目するよりも，不利性を引き起こした
原因に直接，焦点を当てながら，被った被害とそ
れに抗して生き続けることの人間的意味を分析し
た方が適切であるかもしれない。
第二は，不利性をもたらす特定の要因や発生し
がちな追加的な必要を特定化できるような不利性
である。たとえば，性，年齢，障害，国籍，就労状
態，家族構成（ひとり親，離別・死別，単身）など特
定の自然的・社会的属性を理由とする不利性（シ
ングル・マザー，在日外国人，不況期の若者なども
含まれる）が，これに相当する。この場合には，市
場その他における価格情報を手がかりにして，彼
らが追加的に必要とする財やサービスを貨幣評価
することによって，不利性を緩和するための政策を
立案することができる。
第三は，特定の原因や要因，必要などで特徴づ
けることが困難であるものの，ある時点である個
人が現に被っている不利性である。この場合には，
ある社会で生活するうえで，決定的に重要な諸機
能を実現する「基本的潜在能力」を特定化したうえ
で，ある時点でのある個人の潜在能力上の不足を
補う政策が適切となるだろう。本人の潜在能力上
の不足を補うための方法は，所得や資産，人的資
源の保有状況や本人の資源利用能力などに関す
る私的情報をもとにして測定されることになる。
従来，潜在能力アプローチでは，これら 3種類
の不利性が相互に区別されないまま，あるいは，
もっぱら 3つめの不利性が暗黙裡に想定されたま
ま，ある時点である個人が被っている潜在能力上
の不足という結果状態のみが注目されてきた。だ
が，これら 3つの不利性にわたって，基数的で個
人間比較可能な評価を完備的に構成することはほ
ぼ不可能であることが容易に推察される。また，3
つの不利性を通して「最も不遇なポジション」を特
定化すること，あるいは，それを最大化する社会状
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態を特定化することは，困難であるばかりでなく，
危険であると考えられる。
なぜなら，これら 3つの不利性が通約不能な質
的相違をもつばかりでなく，これら 3種類の不利性
に対応する社会政策は，次のような異なる正義の
構想に基づき，異なる側面における衡平性や平等
性を要求するからである。それぞれはなぜ，どの
ように不利性を補償すべきなのかという問いに異
なる視点を提供する 18）。

1つ目の不利性に対応する政策は，アリストテレ
スがいうところの「矯正としての正義」にもとづく。
それは，原状の回復を目的として，喪失分に対応
する資源の補償が，責任ある当事者のみならず，
社会的責任において遂行されることが要請され
る。資源の補償にあたっては，損害と受益との算
術的衡平性が要請される。

2つ目の不利性に対応する政策もまた，不当性
の判断にもとづく補償的性格をもつ。ただし，そこ
での不当性の判断は，原因となった属性そのもの
ではなく，属性に対する制度的な扱いに向けられ
る。例えば，女性であること，老齢であること，身
体的・精神的特徴が“標準”から乖離していること
それ自体は，マイナスの価値とも不当ともいえない
からだ。不当性の問題は，それらの属性に対する
制度的な扱い，すなわち，それらの属性がもたら
す自然的不利益を放置しておく，あるいは，それら
を社会的・経済的不利益へと一層，拡大していく
ような人為的な制度（慣習・法・システム）におい
て発生する。例えば，身体的・精神的特徴が“標
準”から乖離している個人が，基本的な生活を送
ることが困難なまま放置されているとしたら，ある
いは，そのことを理由として社会的活動に参加す
る機会，財・サービスの利用機会を実質的に――
形式的に閉め出されるのみならず，機会を実際に
利用する手立てをもたない――制約されるとした
ら，さらには，社会的活動に参加する意欲，あるい
は活動する意欲それ自体を自ら抑制してしまって
いるとしたら，これらを黙認する制度は不当だとい
う判断が形成されうるだろう。その際には，これ
らの不利益をもたらすことのない理念的制度を参
照点としながら，いわば反射的に，補償すべき経

済的給付が測定され，提供されることになる。同
様に，給付の対象を限定するものの，不当性の判
断ではなく，人々が共有する特定の社会的価値を
根拠として，それを促進する観点から，特定の需
要に対して経済的給付がなされる場合がある。例
えば，少子化現象に対して人々の多くが危機感を
抱き，子育てに伴う特別の需要が「社会的な」需
要とみなされるとしたら，公的な経済的給付を行
う施策が支持されるかもしれない。この場合，給
付の目的は，現に子育てを行っている家計を援助
することのみならず，子育てに対する潜在的な需
要にも向けられるため，少子化現象の緩和という
社会的価値が促進されることになる 19）。この政策
では，基本的潜在能力をもつために各集団が必要
とする追加的資源と各集団が特別に受給する便益
との衡平性を要求する。

3つ目の不利性に対応する政策は，端的に，ある
個人に対して，基本的福祉を保障しないことは，
端的に不正義だという発想に基づく。そして，どの
個人も基本的福祉を享受できるように，個々人の
必要に応じて資源が提供される。これは，個々人
のもつ価値に注目する点で，アリストテレスの配分
的正義――共同体で価値ある財を「価値に応じて」
配分する――と共通する。ただし，配分の情報的
基礎となる個人の価値は，本人の為したさまざま
な貢献を束ねたものではなく，ひととしての等しさ
として解釈する必要があるだろう。あるいはまた，
すべての個人に等しくその存在的価値を保障せ
よ，という正義の構想として理解される。日本の生
活保護制度を規定する「生存権（right to well-
being freedom）」規定は，このような正義の構想に
裏づけられたものである。
留意すべきは，第一に，これら 3つの不利性に対
応する政策は，異なる正義の構想に依拠している
ので，複数の不利性が 1人の個人に集中した場合
は，並立して適用される点である。たとえば原爆被
害者を考えよう。はじめの政策は，被害時点から現
在に至るまで累積された身体的・精神的損害をカ
バーするに必要な補償を探そうとする。3番目の政
策は，機能リストをもとに，基本的潜在能力を保障
するうえで必要な資源を探すだろう。2番目の政
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策は，彼女が属しているグループに共通の追加的
資源を特定化するだろう。ただし，実際の適用に
あたっては，財やサービスの結合生産的性質が考
慮されるだろう。
留意すべきは，第二に，社会の義務を明確にす
るためには，これら 3つの政策は，対応する権利
概念（あるいは少なくとも権原概念）をもつことが
望ましいという点である。権利を行使するか否か
は，最終的には本人の意思に委ねられ，たとえあ
る個人において権利は行使されなくても，たとえ
ば，ある社会政策によって守られることが公然と
なったグループ，ある社会的カテゴリーから離れ
たいという思いから，受給を拒むとしても，権利そ
れ自体は残される，という点に意味がある。
以上の議論より，潜在能力アプローチにおいて
は，「測定」の意味が，従来のアプローチとは大き
く異なってくる点が確認された。個人間比較どこ
ろか，個人内であっても選択可能なすべての社会
状態を比較することはきわめて困難になってくる。
人びとの被っている不利性をより客観的に，けれ
ども可能なかぎり個別的・総体的にとらえようとす
るならば，相互に通約不可能な観念や複数の異な
る正義の構想と呼応する，複数の非完備的な社会
的評価を包含することは避けられないだろう。重
要なことは，たとえそうであっても，「すべての個人
に基本的潜在能力を保障する」分配原理を放棄す
る必要はない点である。この原理を機能させる秘
訣は，「すべての個人に基本的潜在能力を保障す
る」という目標それ自体の多元性に注目することに
ある。最後に，この点を確認して結びとしよう。

VI 結びに代えて――「すべての個人に基本的
潜在能力を保障する」社会的評価の形成

すべての個人に基本的潜在能力を保障すること
は，ただちにすべての個人の結果状態において単
一の「潜在能力」価値を保障することを意味しない。
たとえば，原爆被爆によって不利性を被った個人
においては，人生の目標や価値に関する考えが大
きく変化したために，社会の多くの人びとにとって
決定的に重要な機能リストが，彼にとってはあまり

意味をもたなくなるかもしれない。彼は，むしろ，
自分の被った社会的被害が二度とおこらないよう
に，被害の証言者として生きることを選び取るかも
しれない。この場合には，原爆被害と彼自身の行
動に関する人びとの認知こそが彼が生き続けるこ
とを支えるだろう。そして，たとえば，ニューヨー
クで核兵器廃絶の訴えを行う企画に参加するため
に，飛行機チケットを――疾患を抱える場合には
ファーストクラスの――得ることが，彼の基本的潜
在能力を大きく支えるだろう。あるいはまた，特定
の理由や特別な必要によって不利性を被っている
場合には，そもそも社会的に移転可能な資源に
よっては，他の人びとと同様の基本的潜在能力を
享受することは不可能なときもある。この場合には，
基本的潜在能力の機能リストに対して，個別的な
修正が施される必要があるかもしれない。
このように，異なる不利性を被った人びとの個
別性・特殊性を配慮しながら，「すべての個人に
基本的潜在能力を保障する」という目標それ自体
が再定義されるとしたら，それぞれの不利性に対
応する正義の構想や平等性の概念に基づいて，匿
名性・中立性・定義域の無限定性の要請をみたし
つつ，「すべての個人に基本的潜在能力を保障す
る」政策を支える社会的評価の形成が可能となる
だろう。このような文脈においては，選択可能な
すべての社会状態に関して，また，あらゆる個人
の個人的評価に関して合理的な順序を形成せよ，
というアロー型社会的選択理論の要請は，不適切
だといわざるをえない。
以上，本稿では，潜在能力アプローチで未解決
なまま残されている問題を，センの社会的選択理
論によって考察する作業を行った。その作業は，
潜在能力アプローチを補強する背景理論を提供
するとともに，社会的選択理論におけるセンのオリ
ジナリティを解明することにもなった。ここではさ
まざまな背景理論を伴った潜在能力アプローチを
潜在能力理論と呼びたい。最後に，この潜在能力
理論が決して閉じられた理論ではない点を確認し
て結びに代えよう。
潜在能力理論の特性は，一人ひとりの個人を，
それぞれの総体において理解しようとする一方
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で，財やサービスの代替可能性・交換可能性を頼
みとする広範囲な資源移転システムを用いて，
個々人の基本的潜在能力の不足を補う政策立案
を志す点にあった。はたして，個々人の不利性の
どの部分を社会政策――すなわち社会的責任に
おいてその不足を補う政策――の対象とすべき
か，はたして，どのような個人に対してはどのよう
な資源給付をなし，どのような個人に対してはどの
ような資源拠出を要求できるか，資源配分の目的
と利用可能な手段を制約条件としたうえで，実行
可能な資源分配システムを設計することが，潜在
能力理論の関心となる。その関心は従来の経済
学理論と接続する。だが，従来の経済学理論と大
きく異なるのは，それが内的に完結したモデルや
理論を志向しない点にある。
たとえば，個々人の不利性について何が原因な
のかを分析するためには，さまざまな理論の助け
を借りる必要がある。フェミニズム，〈新〉植民地
主義論，多文化主義理論，国際金融理論，個人の
生活史（バイオグラフィー）研究，集団の生活史（エ
スノグラフィー）研究，極限状況における人間行動
に関する社会心理学など，枚挙にいとまがない 20）。
潜在能力理論は，それらの理論の助けを借りなが
ら，いま（歴史的現在），ここ（社会的文脈）にいる
個人の生に軸足をおく。とりわけ市場の成熟した
社会においては，他では決して代替してできない
もの，経済財では決して償いえないものの価値に
留意しながら，移転可能で汎用性の高い経済財を
どう分配するかが，潜在能力理論の焦眉の課題と
なってくる。

注
1）Gorman〔1968〕, Lancaster〔1966〕参照のこと。
2） Sen〔1985〕. 潜在能力アプローチの概要に関し
ては，鈴村・後藤〔2001，2002〕，後藤〔2006c〕を
参照のこと。また，社会保障研究における意味合
いについては，後藤〔2006a,b〕，後藤・阿部他
〔2004〕などを参照のこと。

3） Sen〔1985〕, p.54, pp.77-78。
4） Sen〔1973，1997〕参照のこと。Sen〔1973〕で
は，「共通部分準順序」と呼ばれている。また，
Sen〔1997〕では，共通部分アプローチとしてより
詳細な説明がなされている〔Sen 1997, pp.149ff〕。

5）このあたりの議論については，センのノーベル

賞受賞講演「社会的選択理論の可能性」にコンパ
クトにまとめられている。また，Rationality and
Freedom〔Sen 2002〕の序文を参照のこと。

6）本稿が社会的厚生汎関数に注目する理由は，す
ぐ後で述べるように，それが個人的評価の情報的
性質を広く俯瞰する枠組みをもつからである。し
かも後述するように，ここで定義されている個人的
評価は，かならずしも本人のもつ評価とは解釈さ
れない点にある。後者の点は重要である。なぜ
なら，センは，潜在能力の評価に関して，「あるひ
とにはひとつの評価関数を用い，別のひとには別
の評価関数を用いたうえで，二人の個人の相対的
福祉の評価関数間比較を行うという可能性は存
在しない」と述べているからである。ただし，この
主張自体には再検討の余地があるだろう。

7）ただし，「評価」は実数値表現をとることを前提
としているという限定性はある。事実，S e n
〔1970〕においてそれは，「効用」と表記されてい
る。だが，その意味は，決して伝統的経済学にお
ける「効用」概念と同一のものと解釈される必要
のないことについては，たとえば，d’Aspremont,
C. & L.Gevers〔2002〕参照のこと。

8） Sen〔1970〕, d’Aspremont, C. & L.Gevers〔2002〕
参照のこと。

9）数学的には，個人的評価関数は，X× N上で
定義される実数値関数Uを集合{i}に制約した関
数U（x , i）として定式化される。したがって，それ
は個人 i自身が形成している評価ではなく，実数
値関数 Uをもつ主体（たとえば政策立案主体）が
もつ個人 iに関する評価と解釈できる。もちろん，
個人 i自身が政策主体者になることも考えられ
る。その場合には，たとえば，それぞれの個人が
Ui（X, N）をもつモデルへと拡張されるだろう。

10）同一個人内で正の単調変換された評価関数は
すべて等しいものと扱われる。が，個人間の評
価関数にはいっさいの変換関係は考慮されない。
ある社会状態 xのもとでの個人 iの評価と個人 j
の評価のどちらがより高い水準にあるかは比較
できないとする。

11） Sen〔1985，1992〕他参照。
12）アローは，この法則性を 4つの条件（定義域の
無限定性，パレート条件，無関連対象からの独立
性，非独裁制）で表した。それは民主主義の最小
限の要請とも言われる。これらの条件は，その後，
多くの論者によって検討され，さまざまなヴァリ
エーションをもたらした。本稿の以下で記述する
匿名性と中立性もそのヴァリエーションの 1つで
ある。匿名性は，アローの非独裁制の十分条件
であり，中立性は，アローの無関連対象からの独
立性の十分条件であり，いずれもアローのもとも
との条件よりも強いが，その意味は直観的により
つかみやすい。

13）たとえば，センは，推移性条件を弱めたうえで，
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独裁制条件を匿名性条件に替えるならば，パレー
ト無差別ルールが（それだけが）導出されることを
示した〔Sen 1997, p.14（日本語訳のページ）〕。

14）厳密には，ここで定義されたパレート条件は，
「パレート弱公理」と呼ばれるものである。ロール
ズ格差原理を特徴づけるものとして，ここではこ
の条件に注目している。後藤〔2002〕参照のこと。

15）Arrow〔1951〕。
16）厳密にいうと，功利主義は，基数的で，個人間
単位
．．
比較可能性がみたされることを要求する。

17）ロールズ格差原理は，序数的で個人間水準
．．
比

較可能性を要求する。
18）社会政策を支える正義概念の詳細については，
たとえば後藤〔2006d〕参照のこと。

19）当然ながら，特定の事柄を社会的価値と位置
づけることには，熟議を要する。ひとたび社会的
価値とされたものが，際限のない特権にすりかわ
るおそれがあるからである。

20）ここでは，すべてについて関連する文献を挙げ
ることができないが，「〈新〉植民地主義」という概
念を提示した西川〔2006〕のみを挙げておきたい。
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